
事業報告書 

（令和７年４月１日～令和８年３月３１日） 

一般財団法人 日本冷媒・環境保全機構 

JRECO 情報処理センター

法第七十九条第二項に基づき、令和７年度の JRECO 情報処理センターの事業報告をする。

（１）情報処理業務の実施に関する事項

① 情報処理業務の内容

令和７年度の年間登録件数と令和８年３月３１日現在の情報処理センターへの管理 

者・廃棄者、充塡回収業者の登録事業所数、機器管理番号（点検整備記録簿）発行数 

は次のとおりである。 

・ 登録件数（処理件数） ２,６６５件

令和７年度の登録件数は、前年度とほぼ同じ２,６６５件（前年度比１５件減） 

となり、計画数値（３,５００件）には達しなかった。利用時期は年間を通して利 

用されているが、春から夏と年明け１月、年度末の３月に特に多くなっている。 

（添付資料Ａ）情報処理センター外の登録件数は、定期点検が１６,９６２件（前 

年度比約３５％減）、簡易点検が５３７,０２８件（同約７％増）、また機器廃棄時 

の行程管理票が１２,０２２件（同約３％増）であった。 

・ 登録事業所数

管理者・廃棄者 ２７,５５７ 

充塡回収業者 ２,９０４ 

（なお、充塡回収業者について１事業所が複数の都道府県に登録している場合 

で、都道府県ごとに数えると延べ８,２２４） 

・ 機器管理番号（点検整備記録簿）発行数 ３５４,５５９

（参考：令和７年３月３１日現在は３０５,９０４）

② 情報処理業務に関連する問い合わせ対応や事務処理について、適正に処理できる体

制の構築と効率的な実施

人員体制は、令和７年度事業計画の業務を遂行するために情報システム部２名体制と 

してシステムの適正な運用に当たり適切に対応した。また、一日１０～２０件ほどある 

電話やメールによる問い合わせ対応や情報処理センターの普及啓発活動について、企画・ 

調査部とも連携を図り効率的に実施した。このように日々蓄積したノウハウを活かして 

マニュアルや操作説明動画等の作成、見直しを適宜行い当機構のホームページに公開し、 

ダウンロードできるようにして利用者の便を図ってきた。 
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経理に関しては、預け金（ポイント）方式では情報処理センター利用のために預託され 

た預かり金と情報処理センターの利用時に利用料金として当機構が収受した金銭、また、 

請求書による銀行振込（後払い）方式では情報処理センター利用に応じて発行する請求 

書に関する金銭徴収について、インボイス制度や電子帳簿保存法を遵守した形で、収支 

計画書に基づき適切に処理した。前年度末に黒字となった一般正味財産残高は、令和７ 

年度でさらに利益を増額し期末残高は１２.９万円となった。（事業収益２９３,１５０円 

＝ 登録件数２,６６５件×１１０円） 

 なお、分離会計における RaMS 事業から情報処理センターへの費用配分に用いる按分 

比率については、売上比率および人頭比率を併用し勘定科目に応じてより実態に即した 

方の按分比率を用いて行っている。 

 

（２）情報処理業務に用いる設備の維持及び更新の見通し 

① 機器更新や拡充等各種の機能改善の適切な実施 

情報処理業務を実施するために必要な電子計算機その他の機器について、情報処理 

業務は事業計画内で推移したので、データ処理及びデータ容量には十分な余裕があり、

機器の更新や拡充は行わなかった。現在のデータ容量の使用領域は５１.６GB（OS など

を含む全使用容量）であり、自動拡張可能なストレージ容量６４TB の０.０８％である。 

また、各種の機能改善については情報処理センターの利用者の利便性の向上や効率 

性を高めるため、次のようなシステム仕様の変更や追加を随時行い、継続的に改善を図

り適切に実施した。 
 

・ 情報処理センター登録時等における「作業年月日」未来日付不可仕様 

・ ログブックの有効期限（有効期間）を１年後の月末まで延長 

・ 簡易点検一括登録の選択フォーマット対象機器の網掛け表示、「その他」 

フォーマットの名称登録 

・ RaMS-ex ボタン表示変更 

・ クラウド用リレーショナルデータベースのインプレースアップグレード 

 

② システムの安定運用のための保守管理の実施 

 情報処理業務を実施するシステムは、安定した運用を図るために高いセキュリティ 

で保護されたデータセンター内に構築し、外部からのアクセスは暗号化された通信手 

段やファイアーウォールによる接続制限を設けている。 

また、システム開発や維持管理業務は、外部委託による運用管理会社（専門業者） 

と連携し実施しており、開発内容や仕様変更など、不定期ではあるが１～２週に一度 

程度の情報交換を行っている。 

具体的な取組としては、情報セキュリティの観点から、JRECO からのサーバーへの直 

  接アクセスも行えない仕組み（アクセスは Web 経由のみ）となっており、万一 JRECO 

  内の情報機器に不正アクセスやウィルス感染が発生した場合でも、情報処理センターの 
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  システムは隔離された環境としている。さらに、不具合発生時の対応やサーバーの CPU 

  使用率によりシステム運用状況の監視も行った。 

   このように、システムの安定した運用については、令和７年度中は支障なく維持さ 

れてきた。 

 

（３）その他必要な事項に関する事項 

令和７年度は情報処理センターの認知度を上げ、利用の普及・促進を図るため下記の 

活動を行った。 

・ 情報処理センターの利用に関する説明会（Web 及び来場型）を計１３回開催（参加者 

数４８０名）（添付資料Ｂ）、他にも利用者の要請による個別 Web 説明会を開催 

・ フロン対策格付け表彰式・情報交流会を開催（添付資料Ｃ） 

・ 国の要請により、中国 生態環境省訪日研修（OECC）においてフロン排出抑制法及 

び RaMS の説明を実施 

・ HVAC&R JAPAN 2026（第 44 回冷凍・空調・暖房展）（1 月 27 日から 1 月 30 日） 

の情報発信コーナーに出展（添付資料Ｄ） 

・ フロン排出抑制法及び情報処理センターに関する専用ポータルサイトを公開、動画配 

  信サービスや SNS 媒体を利用した周知、広報活動の実施 

・ 分かり易い提案説明書を作成し、製造業者、スーパー等小売業者、食品加工業者、 

ビル管理会社、大学、病院をはじめとする潜在利用者１００社以上に個別に接触し 

紹介や説明を実施、また、関連団体及びその傘下の企業へ電話、メール等による周 

知、広報活動を実施 

・ 地方自治体の要請に応じて、法令及び情報処理センターの利用に関する講習会・説明 

  会に講師を派遣及び資料を配布 

 ・ 大手上場企業等に SDGs（持続可能な開発目標）としてフロン類管理を CSR（ESG） 

報告書に記載することを啓発、また、法令遵守に関して CSR・環境関係の情報提供 

機関、弁護士事務所と連携して周知活動を実施 

 ・ 情報処理センター利用者へ情報メール（Tips）の発信、情報提供サービスの強化 

・ ホームページで利用者の法人名、ロゴマークの公開、事例等を紹介（添付資料Ｅ） 

・ 業界紙、関係団体（日設連・東冷協）会報に広告、記事を掲載（添付資料Ｆ） 

 ・ 国や地方自治体へ検討資料用として、秘匿性を確保した形（統計データ）で RaMS 

   データを提供 
 

[添付資料] 

 Ａ．情報処理センター利用実績 

 Ｂ．令和７年度説明会 

 Ｃ．フロン対策格付け表彰式・情報交流会 

 Ｄ．HVAC&R JAPAN 2026（第 44 回冷凍・空調・暖房展） 

 Ｅ．利用法人名・ロゴマーク掲載 

 Ｆ．業界紙広告（空調タイムス）、関係団体会報広告（冷凍空調設備、東冷協だより） 
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令和７年度情報処理センター登録件数（充塡・回収）R7実績

４月 216

５月 225

６月 208

７月 243

８月 237

９月 224

１０月 157

１１月 145

１２月 199

１月 276

２月 188

３月 347

計 2,665

添付資料Ａ

情報処理センター令和７年度利用実績
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令和７年度 RaMS（冷媒管理システム）説明会

開催場所（都市名） 開催日 申込者数 定員数 受講者数計

1 東京都（Web生配信） 2025/5/14 86 100 71

2 東京都（Web生配信） 2025/7/8 113 100 92

3 東京都（来場型） 2025/9/3 57 100 56

4 東京都（Web生配信） 2025/11/19 95 100 87

5 東京都（HVAC&R展） 2026/1/27（1回目） － 20 8

6 東京都（HVAC&R展） 2026/1/27（2回目） － 20 5

7 東京都（HVAC&R展） 2026/1/28（1回目） － 20 6

8 東京都（HVAC&R展） 2026/1/28（2回目） － 20 11

9 東京都（HVAC&R展） 2026/1/29（1回目） － 20 5

10 東京都（HVAC&R展） 2026/1/29（2回目） － 20 10

11 東京都（HVAC&R展） 2026/1/30（1回目） － 20 8

12 東京都（HVAC&R展） 2026/1/30（2回目） － 20 8

13 東京都（Web生配信） 2026/3/3 124 100 113

480

添付資料Ｂ
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フロン対策格付け表彰式・懇親会〔2025 年 5 月 26 日開催〕 

関連資料：第 4回 JRECO フロン対策格付け～「フロン排出抑制法」遵守状況 

https://www.jreco.or.jp/data/2024_Kakuduke_Ranking_0206.pdf 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（ＪＲＥＣＯホームページ https://www.jreco.or.jp/info_20250526.html） 

 

【最新調査：2026 年 1 月 7日発表】第 5回 JRECO フロン対策格付け 「フロン排出抑制法」遵守状況－第 5回格付け調査 

https://www.jreco.or.jp/data/2025_Kakuduke_Ranking_0107.pdf 

添付資料Ｃ 
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添付資料Ｄ 

HVAC&R JAPAN 2026 
情報発信コーナー 

JRECO ブースではフロン排出抑制法の周知、 
RaMS、情報処理センター利⽤を PR 
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利用法人名・ロゴマーク掲載 （https://www.jreco.or.jp/rams_jirei.html） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

添付資料Ｅ 
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空調タイムス（2025 年 9 月 17 日） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

添付資料Ｆ 
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冷凍空調設備（2025 年 11 月号） 
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東冷協だより（2025 年 7・8 月号） 
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収支決算書（令和7年度決算）

（情報処理センター）

自 令和　7年　４月　１日

至 令和　8年　３月３１日

一般財団法人　日本冷媒・環境保全機構

東京都港区芝公園三丁目５番８号
機械振興会館４０６－２号室
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情報処理センター(指定法人)

その他会計 （単位：円）

科 目 令和7年度

Ⅰ  一般正味財産増減の部
１．経常増減の部
(1) 経常収益

事業収益 293,150
受取補助金 0
雑収益 10,404

経常収益計 303,554
(2) 経常費用

事業費
人件費 61,149
会議・研修費 158
旅費交通費 571
通信運搬費 1,160
減価償却費 36,906
消耗品費 28
印刷製本費 4,757
広告宣伝費 3,008
銀行手数料 433
手数料その他 96
租税公課その他 542
外注費 0
調査費 0
自己負担金 0
委託費（システム保守費等） 35,865
コンサルタント料 35,350
管理費 21,784

経常費用計 201,807
評価損益等調整前当期経常増減額 101,747
評価損益等計 0
当期経常増減額 101,747

２．経常外増減の部
(1) 経常外収益

経常外収益計 0
(2) 経常外費用

経常外費用計 0
税引前一般正味財産増減額 101,747
法人税・住民税及び事業税 0
当期一般正味財産増減額 101,747
一般正味財産期首残高 27,403
一般正味財産期末残高 129,150

Ⅱ  指定正味財産増減の部
当期指定正味財産増減額 0

Ⅲ  正味財産期末残高 129,150

正味財産増減計算書

令和7年 4月 1日から令和8年 3月31日まで
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（単位：円）

令和7年度

303,554

303,554

0

0

303,554

174,404

0

174,404

174,404

0

129,150

129,150

303,554

貸借対照表

情報処理センター(指定法人)

 １．流動資産

令和8年3月31日

その他会計

科  目

Ⅰ　資産の部

負債合計

仮勘定

流動資産合計

 ２．固定資産

ソフトウェア

固定資産合計

 資産合計

Ⅱ　負債の部

 １．流動負債

仮勘定

流動負債合計

Ⅲ　正味財産の部

 １．指定正味財産

 ２．一般正味財産

正味財産合計

負債及び正味財産合計
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